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アートを介した共生社会創造の可能性
―就労継続支援Ａ型事業所ありがとうファームの事例より―

吉　川　　　幸＊

はじめに

　本稿は、共生社会の実現を目指してアートや表現活動によるインクルーシブ教育を実践する事例

として、多機能型事業所である株式会社ありがとうファームの就労継続支援Ａ型事業所「ありがと

うファーム」の活動を取り上げる。株式会社ありがとうファームは、創業者木庭寛樹氏により2014

年に設立されて以来、木庭氏の卓越したリーダーシップと発想力のもとで、障がい者1が「いきいき

と堂々と人生を生きる」という同社の理念を実現する活動に取り組んできた。

　本稿では共生社会の考えを確認したのち、就労継続支援Ａ型事業所「ありがとうファーム」の活

動内容とアート部門の考え方を紹介する。インクルーシブ教育にアートが果たす役割について、アー

ト部門が参照したレッジョ・エミリア保育実践の要点を振り返りながら、インクルーシブ教育にアー

トが果たす役割について考察する。

1．共生社会

　「共生社会」とは「これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境になかった障害者等が、

積極的に参加・貢献していくことができる社会である。それは、誰もが相互に人格と個性を尊重し

支え合い、人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社会である。」（中央教育審議会初

等中等教育分科会2012）とされる。また、「インクルーシブ教育システムにおいては、同じ場で共

に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的ニーズのある幼児児童生徒に対して、自立と社会参

加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応える指導を提供できる、多様で柔軟な仕組

みを整備することが重要である。小・中学校における通常の学級、通級による指導、特別支援学級、

特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を用意しておくことが必要である。」（同）

とされ、初等中等教育におけるインクルーシブ教育は、場を共有しながらも個別ニーズに配慮した

指導を提供する多様で柔軟な仕組みであることを求めている。さらに、2020年代を通じて実現すべ

き『令和の日本型学校教育』の姿として、特別支援教育は「全ての教育段階において、インクルー

シブ教育システムの理念を構築することを旨として行われ、全ての子供たちが適切な教育を受けら

*　岡山大学教育推進機構准教授
1　 「しょうがい」を表記する際、本稿では原則として「障がい」を用いる。ただし、各資料が異なる表記を用い

ている場合には出典に即して引用しているため、複数の表記が混在していることを補足する。
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れる環境整備」「障害のある子供とない子供が可能な限りともに教育を受けられる条件整備」、「障

害のある子供の自立と社会参加を見据え、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援

学校といった連続性のある多様な学びの場の一層の充実・整備」（中央教育審議会2021）であると

する。

　インクルーシブあるいはその名詞形であるインクルージョンが示す状態は、フランス経済社会環

境協議会（CONSEIL ÉCONOMIQUE, SOCIAL ET ENVIRONNEMENTAL）による集団の表現

によれば、集団の中に多様な要素を包含する状態である（図1）。多数派と思われる者を●、少数派

と思われる者を○として図示した。右端に示すインクルージョン（包摂または包含）とは、障がい

の有無や性別や年齢や国籍等には関係なく、互いに関わりを持つ状態を表している。これに対して、

左端のエクスクルージョン（排除）とは、多数派が構成する集団から少数派を排除している状態で

ある。セパレーション（分離）では少数派だけによる集団と多数派だけによる集団を別々に構成す

る。インテグレーション（統合）では、多数派と少数派は集団としては異なるものの、同じ環境を

共有していることを示している。

　インクルーシブな環境構築は、学校教育においては障がいを持つ幼児児童生徒を迎え入れるため

に、障がいを持たない幼児児童生徒を前提にして構築されたシステムを見直し、環境や条件を整備

するという、「迎え入れる」の文意を持たれがちである。しかし望まれるのは、現行の方法に何か

を加えたり、通常の教育に多様な子どもたちを適合させたりするための特別支援教育ではなく、多

様な子どもたちがいることを前提にして教育そのものを前提に再構築することであり、学校教育が

培ってきた特別支援教育におけるノウハウを活用することである（野口2021）。また、一人ひとり

の心の教育においては、生涯学習や自主的活動等、学校の外にも多様な場や機会があり、行動の主

体となるものも様々である。本稿では就労継続支援Ａ型事業所「ありがとうファーム」に着目し、

障がい者が主体となって活動するアート部門の事例を通して、共生社会創造を目指す取組の意義を

考察する。

図1　排除・分離・統合・包摂の違い

出典：Conseil Économique, Social et Environnemental （2014：21-25）を参照して筆者作成
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2．就労継続支援Ａ型事業所「ありがとうファーム」の活動

2．1．就労系障害福祉サービス

　就労系障害福祉サービスとは、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成17年法律第123号）において定義された障害福祉サービスのうち、就労移行支援、就労継続支援、

就労定着支援を指す。このうち就労継続支援は就労継続支援Ａ型と就労継続支援Ｂ型にさらに分類

されるため、障害福祉サービスとしては4種類が存在する。

　就労継続支援Ａ型と就労継続支援Ｂ型は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律施行規則（平成18年厚生労働省令第19号）によって定義されており、就労継続支援Ａ型は「通

常の事業所に雇用されることが困難であって、雇用契約に基づく就労が可能である者に対して行う

雇用契約の締結等による就労の機会の提供及び生産活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援」（同規則第六条の十の一）（下線は筆者によ

る）、就労継続支援Ｂ型は「通常の事業所に雇用されることが困難であって、雇用契約に基づく就

労が困難である者に対して行う就労の機会の提供及び生産活動の機会の提供その他の就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の必要な支援」（同規則第六条の十の二）で、両者

の違いは雇用契約の有無である。このため、就労継続支援Ａ型は雇用型、就労継続支援Ｂ型は非雇

用型として分類される。就労継続支援Ａ型事業は障がい者へ就労を支援するサービスを提供し、か

つ障がい者と雇用契約を結び、最低賃金以上の給与を支払わなければならない（濱田2018：74）が、

障がい者にとっては数少ない収入を得る機会であり、一定条件の利用者を除き雇用契約がなされて

いることが評価される（高志2021：7）。

2．2．株式会社ありがとうファームの経営理念と概要

　就労継続支援Ａ型事業所「ありがとうファーム」（以下、「同事業所」とする）は、株式会社あり

がとうファーム（以下、「同社」とする）が運営する。同社は、同事業所の他にも就労継続支援Ｂ

型事業所「つづき」、リワーク施設「生活訓練事業所ビリーブ」を運営している。2021年度の利用

者は90名、指導員は25名である。

　同事業所の事業内容は、アート・アクセサリー制作、編み物雑貨制作、食堂・ギャラリーカフェ・

囲碁将棋カフェ・焼うどん店・カレー店・洋食店・雑貨店の運営等である。雇用契約を締結すると

いう点では障がい者が求職活動する場合の対象となり、「採用が決まって嬉しい」という感想も聞

かれる。定年は65歳だが、「生活訓練事業所ビリーブ」のプログラム運営の知見を生かして一般企

業への就労も支援しており、毎年2～4人程度が一般企業に就職している（木庭2021：114-115）。

　障がいを持つ子どもの親でもあった創業者の木庭寛樹氏が同社を設立した時の経営理念は「とも

に生きる。」であった。この言葉は、障がいを持って生きることの苦しみや悲しみを共有する仲間

との共生を意味しており、自分たちで助け合って生きていこうという内向きな考えを表していた（木
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庭2021：10）。しかし、利用者の状況や個性を理解し、その人なりの活動計画を立てれば高い能力

を発揮することが様々な場面で見られるようになったことで、同社のあり方は変わり、現在の経営

理念は「いきいきと堂々と人生を生きる」である。また、同社の使命も他者への働きかけを明確に

示したものとなり、現在は「『知ることは、障がいを無くす。』の社会への浸透」と「共生社会創造

を、障がい者の真の声と姿を届け、実現に貢献する」を掲げる。木庭氏は「障がいを持っていても

『何もできないわけじゃない、なんだってできるんだ』ということを社会に証明し、正しい共生社

会を作ることに貢献したい」、また「多くの障がい者といわれている方は本当は十分に働ける能力

もあり、やる気も高いのだということを私たちは知っています。それを社会にお見せしつつ、チャ

ンスをいただけるように伝えていきます。」（木庭2021：18）と述べている。

　同事業所の活動場所の大半は、岡山県岡山市北区の表町商店街および近隣に位置している（図2）。

同事業所はアート部門とサービス部門（料飲サービス部門）を展開しており、利用者の持つ能力を

最大限発揮できるような様々な仕事を準備している。アート部門では「作家」として活動する利用

者50名が日常的に絵画や造形、編み物、アクセサリー制作にあたっている。アート作家（30名）は、

アクリル画、油絵、粘土細工などを得意とし、Gallery Cafe（図2の③）の2階にあるアトリエやレ

ンタルスペースであるコチャエ（同⑦）等で作品制作を行っている。作品は各種コンテストへの出

品2、販売の他、企業等へのレンタルアートとしての貸し出し、複数の建設会社の工事現場の仮囲い

の作画、商品パッケージや自動販売機の外装の作画等への展開等を積極的に行っている。アトリエ

では編み物作家（10名）やアクセサリー作家（10人）も活動しており、編み物作家は廃材として提

供されたのぼり旗端切れを編んだバッグや傘グリップ等のクラフト作品の作成、アクセサリー作家

は延伸ポリスチレンを材料としたプラスチックのアクセサリーでのブローチ制作等を行っている。

作品は雑貨の森Coco（同④）等での販売用にも提供している。また、制作活動と並行してワーク

ショップ講師を務める。
図2　活動拠点

出典：筆者作成

2　 アーティストネーム「HARUMARU」として活動する春日井恵一氏は、2019年度のパラリンアート世界大会
でグランプリを受賞した（一般社団法人障がい者自立推進機構パラリンアート運営事務局2019：10-11）（木
庭2021：104-107）。
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　サービス部門では接客、販売、店舗運営等を行う利用者40名が、前述の雑貨店の他、食堂（同⑤）、

カフェ（同③）、焼うどん店（同⑥）、カレー店（同⑥）、甘味処（同⑧）等の同社の店舗に勤務する。

　同社のスタッフは本部（同①）を拠点としながら各活動拠点に出向き、メンバーのケアにあたる。

なお、音楽活動を行う「グリーンハーツ原尾島」（同⑩、ただし地図には非掲載）は活動拠点を同

市中区に置いている3。

2．3．メディアへの登場

　同社や同事業所の活動は岡山県内を中心に多くのメディアで取り上げられている。アート部門に

関する記事のうち主なものを表1に挙げる4.5。また、アート部門と企業とのコラボレーション事例に

関する記事のうち主なものを表2に挙げる。媒体名と掲載日に付した下線は、後述する「ハブラボ」

を取り上げた記事を示している。

表1　アート部門の活動に関する記事（抜粋、時系列）

媒体名（掲載日） 記事の見出し 主　旨
朝日新聞（2017年

9月3日）

障害者らの絵貸します　岡山

の事業所「何もできないわけ

じゃない」

難病や知的障害を抱える人たちが描いた絵を

飲食店などに貸し出す「レンタルアート」に

取り組む事業所が県内にある。絵は県内だけ

でなく、東京都や広島県の街中でも飾られて

いて、障害者が「自分たちの力で生きる」こ

とを支援している。
山陽新聞（2020年

3月10日）

環境に優しいグッズ拡充　

コースターやハンドバッグ　

障害者収入増目指す　岡山の

Ａ型事業所ありがとうファー

ム

4年間でコースターやハンドバッグなど約15

種類を開発。障害者の収入アップや自立支援

に結び付けようとしている。

山陽新聞（2020年

6月2日）

ひとり親家庭を支援　岡山・

Ａ型事業所ありがとうファー

ム　NPO と連携しマスクや

工作キット贈る

障害者の就労継続支援Ａ型事業所「ありがと

うファーム」（岡山市北区表町）とボランティ

アのNPO法人「チャリティーサンタ」（東京）

が連携し、岡山市内のひとり親家庭の支援に

乗り出した。

3　 図2の⑨は同社のリワーク施設「生活訓練事業所ビリーブ」を示している。
4　 サービス部門に関しても多数の記事があるが本稿では割愛する。コロナ禍で経済不安を抱える学生を支援す

るために、看板商品である焼うどんを無料提供する「大学生がんばれランチ」の取組を紹介した山陽新聞（2020
年7月19日）等。

5　 新聞記事の他にテレビ等の視聴覚メディアによる取材も多数あるが、本稿では割愛する。
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山陽新聞（2020年
7月16日）

廃材使いアート楽しもう　18
日、子ども向けイベント

ハブラボキッズの初回開催を伝える。イタリ
ア発祥の幼児教育法に基づき、あえてテーマ
や工作手順を決めず、創造性や自主性を養う。
講師は絵画や裁縫が得意な同事業所の利用者
が務める。

山陽新聞（2020年
11月17日）

本年度創設「おかやまSDGs
ア ワ ー ド 」　 あ り が と う
ファームなど6団体

障害者が講師を務めるリサイクルアート教室
を開催している就労継続支援Ａ型事業所「あ
りがとうファーム」（岡山市）など6団体を選
んだ。

山陽新聞（2020年
11月18日）

初 の「 お か や ま し ん き ん
SDGsアワード」　最優秀　あ
りがとうファーム、D＆T
ファーム

ありがとうファームの取組は、のぼり旗の端
切れを再利用した障害者による雑貨制作。廃
棄物削減と障害者の自立支援を促す点が評価
された。

山陽新聞（2020年
11月21日）

あすから表町商店街「わが町
ミュージカル」

出演と衣装製作を同事業所メンバーが担当

社会福祉法人岡山
県社会福祉協議会

『岡山県社会福祉』2021年秋
号．p.12.

連載記事である「『ふくし』の仕事人たち」
vol.55にアート部門責任者の深谷千草氏イン
タビューが掲載された。

山陽新聞（2022年
3月20日）

ウクライナ支援したい　障害
者がデザイン　缶バッジ、
カード販売

障害者がデザインした缶バッジとポストカー
ドの売り上げを寄付する取組を始めた。運営
する表町商店街内の飲食店6店で5月末まで行
う。就労継続支援Ａ、Ｂ型事業所に通う35人
が缶バッジ41種類、ポストカード10種類の絵
柄を手掛けた。

山陽新聞（2021年
1月11日

SDGs先進県で広がる活動　
多様性ある商店街を　障害者
　芸術と飲食で貢献

ハブラボキッズの活動を紹介

山陽新聞（2021年
1月23日）

SDGsパーキンソン病の橋本
さん　美術館で初絵画個展

鳥取県倉吉市の「くらよしアートミュージア
ム無心」で同事業所メンバーである橋本賢二
氏の動植物をモチーフにした生命力あふれる
45点の絵画を展示。巡回展として米子市美術
館でも開催する。

山陽新聞（2021年
12月14日）

絵画やブローチ　障害者の作
品展

同事業所のアーティスト達の作品を集めた展
示会「ありがとうファームのキセキ」展につ
いて。実行委員もアーティスト5名が務める。

山陽新聞（2022年
2月～3月）

毎週木曜日に連続8回掲載す
るコラム「一日一題」

同社会長木庭寛樹氏による連載。掲載日は
2022年2月3日、2月10日、2月17日、3月3日、
3月10日、3月17日、3月24日、3月31日の合計
8回であった。

読売新聞（2022年
4月19日）

ウクライナ支援　障害者も 同社の木庭寛樹会長が従業員に「ウクライナ
問題について話し合ってみては」と呼び掛け
たことがきっかけ。アート部門を中心にウク
ライナ侵攻について意見が交わされ、「自分
達、障害者にもできることがあるはず」と動
き出した。
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表2　アート部門と企業コラボレーション事例に関する記事（抜粋、時系列）

媒体名（掲載日） 記事の見出し 主　旨
山陽新聞（2021年
6月13日）

障害者アート　ラベルに　市
内ビール醸造所採用

吉備土手下麦酒醸造所が障害者支援の一環で
企画し、同事業所アーティスト3人の作品4点
を贈答用ビール瓶ラベルに採用した。

山陽新聞（2021年
8月7日）

独創的な絵見て　自販機に鹿
　建設現場に犬

身体などにハンディキャップのある人の絵画
作品をラッピングした自動販売機が岡山市内
にお目見えした。売り上げの一部が制作者の
収入となる仕組み。

山陽新聞（2022年
4月20日）

岡山ビューホテル　SDGsの
土産品　収益一部　子ども支
援に

岡山ビューホテルがSDGs関連土産品として
販売するコーヒー豆のパッケージを同事業所
メンバーがデザインした。売上の一部はひと
り親家庭支援事業等に活用する。

山陽新聞（2022年
5月3日）

“アートなお土産”いかが　障
害ある2人の作品デザイン

瀬戸内国際芸術祭2022に合わせ玉野観光案内
所からＴシャツ3種、キャンバスバッグ2種を
発売

　表1で取り上げた記事は、レンタルアートや雑貨販売等によって制作者が対価を得、経済的な自

立を支援する試みがさまざまに行われていることを伝える。記事の焦点は障がい者がアート制作活

動を通して社会参画しようとする姿で、報道を通して広く地域住民の理解が進むことが期待される。

また、同事業所の活動が主に表町商店街で行われていることから、参加者増加にも好影響があり、

さらなる活動の認知度向上が期待できる。また、表2はアート部門と企業コラボレーションの事例

を伝えるもので、国連持続可能な開発目標SDGs6を具現化しようとする企業の方向性と一致してい

る。商店街の街路や近隣の工事現場の足場囲いをアートで彩るなど、地域の企業等と協力した活動

等、企業コラボレーション事例は続々と生まれており、企業やその関係者だけでなく、商品化され

たアイテムを購入したり目にしたりする機会創出につながっている。SDGsの17のゴール、169のター

ゲットの中でも、特にゴール10「国内および各国間の不平等を減らす」のターゲット10.2「2030年

までに、年齢、性別、障がい、人種、民族、出自、宗教、経済的地位やその他の状況にかかわらず、

すべての人々に社会的・経済的・政治的に排除されず参画する力を与え、その参画を推進する」に

つながる取組であると言える。

6　 2015年9月に開催された国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための2030アジェ
ンダ」に記載された、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。17のゴール・169のターゲッ
トから構成され、達成のためには国や自治体だけでなく企業等の参加も期待されている。原文は英語だが、
本稿では「SDGsとターゲット新訳」制作委員会による日本語訳に従っている。
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アートを介した共生社会創造の可能性　　吉川　幸

3．アートを介した共生社会創造への挑戦

3．1．ボーダーレスなアトリエ「ハブラボ」

　同社の経営理念のキーワードでもある共生社会創造のためには、障がいの有無に関わらず自然な

交流の時間や空間を幼い頃から共有できる環境を作りたいという考えが、「障がい、年齢、性別を

超えたボーダーレスなアトリエ」である「ハブラボ」の開設につながった。

　「ハブラボ」は同事業所のアート部門の取組として2020年7月に開始した。現在は、テーマを決め

て月2日程度開催する「ハブラボキッズ」と、ハブラボキッズの実施日以外に自由に使える「オー

プンラボ」の2種類が運営されている7。活動場所はGallery Cafe（図2の②）の1階である。Gallery 

Cafeにはアート部門の作家であるメンバーが作成した絵画や造形が多数展示されているので、子

どもたちは自らも工作をしながら、様々な個性が生み出すアート作品に触れることができる。

　ハブラボには決まった手順やマニュアルはなく、参加者自身が何を作るかを決める。参加者の対

象年齢は3、4歳以上を想定しているが、子どもだけでなく成人も参加可能である。ワークショップ

参加者の募集は近隣の学校園にチラシを配布して行っており（図3）、参加者の障がいの有無は問わ

ない。きょうだいでの参加や、何度も繰り返し参加するリピーター参加者もある。

　商店街の中に位置しているため、制作過程を通行人が足を止めて見学することもある。また、近

7　 第1回の「ハブラボキッズ」は山陽新聞（2020年7月16日）「廃材使いアート楽しもう　18日、子ども向けイベ
ント」として紹介されている。
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隣の商店主等から声を掛けられたり、商店街の歩行者の邪魔になっている場合などは通行人や近隣

店舗から注意されたりすることもある。

　アート制作に使用する資材の多くは、商店街の店舗や企業から排出される廃棄資材である。前述

ののぼり旗の端切れ、木の端材、芯材等の他、ペットボトルキャップ、発泡トレイ等が文具類とと

もにGallery Cafeの一角にぎっしりと並べられている。参加者は資材を自由に手に取って、自分の

作りたいものを自由に工作することができる。ワークショップ講師が指導したり手伝ったり相談に

のったりしながら支援する。

　ハブラボキッズは午前と午後の二部構成を取っている。午前中は「ぼうけんのじかん」として地

域や専門家と連携したワークショップを実施し、午後は「はつめいのじかん」として、参加者がハ

ブラボにあるアート素材を使って自由に工作を行う、といった具合である。

　ハブラボキッズでもオープンラボでも、ワークショップ講師を務めるのは、普段はアート部門で

作家として活動する、障がいを持つメンバーである。毎回5人程度のメンバーが講師として参加し、

10数名前後の参加者のアート制作を指導する。同社スタッフがサポートする他、参加者保護者も共

に活動することが可能なので、親子で制作している組もある。講師役のメンバーは資材の選択や着

色や工作などを参加者が自由に進める様子を見守り、必要に応じて支援する。また大勢の参加者が

いる場でなかなか輪に入っていけないのか、あるいは一人で集中したいのかを見取り、適切に声が

けを行う他、資材や椅子類も多い会場の中を自由に行き来する参加者の居場所を把握している。参

加者の集中度合いや気持ちを慮りながら、ワークショップをスムーズに運営している。創作活動に

おいては参加者がお互いの発想を認め合いやすく、アートを介することで、障がいの有無に関わら

ず、共に育ち、最初から集団を分けることなくインクルーシブな環境に全員を包摂することができ

るのだが、その「全員」には障がいをもつワークショップ講師たちも含まれている。

 

3．2．レッジョ・エミリア保育実践からの援用

　同事業所には、低年齢の子どもたちに手順の決まった創作体験を提供する場がハブラボを実施す

る以前からあり、障がいを持つメンバーがマニュアルに沿って講師を務めてはいた。しかし、型に

はまった活動からの発展がみられないことや、資材を購入しても余った場合には廃棄処分するしか

ないことに閉塞感を感じた同社社員の深谷千草氏が、新たな突破口を求めて保育学を学び直した際、

レッジョ・エミリア保育実践に出会ったことが、現在のハブラボに至る転機となった。

　深谷氏がハブラボに取り入れたレッジョ・エミリア保育実践とは、1970年代にイタリアでローリ

ス・マラグッツイ（L. Malaguzzi）が理論的に構築した手法である。北イタリアのレッジョ・エミ

リア市で実施されているもので、現在はレッジョ・エミリア・アプローチとも呼ばれる。

　レッジョ・エミリア保育実践の特長として以下の6点が挙げられる。（1）創造性と共同性の実践

哲学、（2）プロジェクト学習、（3）ドキュメンテーション（実践記録）、（4）アトリエリスタ（美
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術専門家）とペタゴジスタ（教育専門家）、（5）ピアッツア（広場）・アトリエの空間・豊富な教材

や素材、（6）学びの共同体の形成、である（岡山大学教員養成GP事務局20078）。秋田（2003：75-

76）では、レッジョ・エミリア保育実践への反応として活動内容や設備を表面的にとらえるものや、

美術と同定して作品の出来を評価するものや、指導法や教材として役立ちそうなものを模倣吸収し

ようとする反応に言及しているが、ハブラボはいずれにもあたらず、（1）を自社の活動に援用する

ために、自社メンバーの障がいを前提とした特性を生かしながら（4）として社会参画する場を用

意し、地域社会や企業と協業しながら（5）空間を用意し豊富な素材を集め、（6）を形成すること

で参加者である子どもたちのインクルーシブな概念の成長に貢献し、共生社会の創造に向かうため

のユニークなプログラムであると言えよう。

　レッジョ・エミリアの子どもたちの活動方法は、「3～5人のグループに分かれてのプロジェクト

学習」である。「子どもたち自身の話し合いによって活動テーマは決められ、グループでの共同活

動を展開していく。その方法は幼児の創造性が発揮しやすい造形表現方法をとる際のアトリエリス

タ（芸術講師）、子どもたち自身が活動を先導していく際のペタゴジスタ（保育者）は助言者や支

援者としてかかわる」（坂井2009：74-75）し、「アトリエリスタは、より的確に表現を促す様々な

造形方法を助言・指導し、子どもたちの創造的な能力を引き出せるように、また同時に共同活動に

よって相手の気持ちを思いやる能力を養いながら、子どもたちをダイナミックで精神的に豊かな創

造的造形表現へと指導する役割を担っている」（同）である。

　ハブラボにおける障がいを持つメンバーの関わりは、（4）アトリエリスタである。メンバー自身

の参画意欲や心身の状態に配慮しながら、深谷氏らスタッフが自らもアトリエリスタとペタゴジス

タの役割を柔軟に切り替えながら見守ることで、障がいのあるメンバーが主体的に活動できる環境

を作っている。彼らがワークショップ講師を務めることはハブラボの特長となっており、就労継続

支援Ａ型事業所の事業形態としても特筆すべき点であろう。

4．インクルーシブ教育にアートが果たす役割

4．1．障がい者と共に体験する空間の創出

　ハブラボキッズ、オープンラボともに「障がい、年齢、性別を超えたボーダーレスなアトリエ」

であろうとしており、この試みはおおむね成功していると思われる。参加者にとっては、参加者同

士が障がいの有無によらず交流する場であると同時に、障がいを持つワークショップ講師と教え教

えられるという関係性の元で触れ合う場でもある。ハブラボへの参加の動機は、子どもたちの場合、

「工作が好き」「楽しい」「材料がたくさんある」のように、工作に目を向けたものであることが多く、

リピーター参加者も同様である。参加者の保護者は子どもたちの工作を積極的に手伝う他、少し離

8　 当該GP報告書内、高橋敏之基調講演「北イタリア、レッジョ・エミリア市の保育実践に学ぶ」講演録より。
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れて見守ることもあれば、ハブラボの外で時間を過ごすこともある。保護者にとっても、子どもの

創造性をかきたてる時間の使い方として有用であると理解されている。ワークショップ講師が障が

いを持っていることは、子どもたちにとっては講師の個性の一側面に過ぎない。作りたい工作のコ

ツを指導してくれる講師に対する「この道具はどのように使うのか」、「ここに接着するにはどうす

ればよいのか」といった相談や関わり合いが、自然なやりとりとして行われている。

　茂木（2021）は「福祉と教育の接続が十分でない、あるいは社会の中でさまざまな分断がむしろ

進行する中で、共生社会構築がより難しさを増していると感じられるが、その基盤づくりは遠回り

であっても教育（学校教育）が担わなければならない」として、「インクルーシブアート教育」と

いう造語を生みだし、「アートの教育はむしろ共生社会構築の基盤になるべき」であるとする（茂

木2021：1）。ハブラボは学校教育には該当しないが、学校外で行うインクルーシブ教育機会を幼児

や児童を中心とした参加者に多数提供している。参加者は学校園での生活時間と学校園以外での生

活時間を行き来するが、学校園以外での学びで培った共生社会の概念は、学校園での時間にも生き

るものであろう。

4．2．障がい者の社会参画

　ハブラボでワークショップ講師を務める障がい者は、スタッフや参加者から愛称で呼びかけられ、

得意分野を生かして参加者に接している。インクルーシブアート教育の場は、彼らにとっても参加

しやすい場となっている。また、そのための場づくりに配慮しているスタッフの努力も不可欠であ

る。

　障がい者によるアート作品をレンタルアートや企業コラボレーションとして商品化する同社の取

組は、多くの報道によって地域社会に広く知られることになり、市民が作品を目にする機会は確実

に増えている。一方で、同社が販売している編み物やアクセサリー等の雑貨の価格は、一般的な商

品価格とほぼ同等である。これは、障がい者が作業訓練として作った成果物を提供するのではなく、

商品価値を認めたユーザーに一般的な商品と同様に選択して手に取ってほしいという同社の考えの

表れである。それによって、メンバーは「ハンディキャップ・アーティスト」として経済的自立だ

けでなく精神的にも自立を目指すことがしやすくなると考えるためである。

　さらに同社は、ひとり親家庭支援の取組、平和を希求する思いを形にした取組、商店街と共に地

域活性化に貢献する活動等、同事業所メンバーが社会の構成員として社会と関わることを促す。通

底するのは、「障がい者だから何もできない」のではなく、同社の「いきいきと堂々と人生を生きる」

という経営理念を具体化し、メンバー一人ひとりが主体的に生きてほしいという考えである。最初

は障がいを隠すことを望んでいたメンバーの中にも、過去の経験、病気、人柄、日常や個人ビジョ

ンを表出することを恐れず、個人ブログや作品を公開するようになっているメンバーが現れるよう

になっている。
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4．3．展望と課題

　ハブラボは学校外教育機会の一つとして、共生社会創造の芽を育む活動を続けている。深谷氏は、

ハブラボに参加する子どもたちが成長する過程で障がいを持つ他者と出会ったときに、ハブラボで

の経験を思い出せることを望んでいると言う。障がいの有無や種類に関わらず、自由な発想でアー

ト制作や共同作業を行った経験や、障がいを持つワークショップ講師から画材や工作機械の使い方

を教わった経験や、話し合った経験を通して、多様性を認め合える姿勢を育んだことを将来の社会

活動に生かせる人になってほしいと言う。

　同事業所は就労継続支援Ａ型事業所であるため、ハブラボをはじめとする同社の活動は、障がい

者に対する社会的包摂の実現を主要命題としている。木庭（2021）は、「『障がい者だからあまりで

きないだろうという固定観念』と『自分の能力はわかってもらえないよ、というあきらめ』の間に

あるギャップ」（木庭2021：154）を指摘し、社会が「障がい者の潜在能力を知り、できないだろう

という固定観念を取り除き、障がい者本人は意識を変える」（木庭2021：155）ことが必要であると

双方に呼びかける。ハブラボの活動はインクルージョンの考え方を具体化する事例として、一定条

件が整えば他の事業所や教育機関でも取り入れることは可能な要素を持つが、前提となる理念や、

スタッフからメンバーへの対応方法には同社の知見が蓄積されており、これを言語化することが必

要と筆者は考えている。また、ハブラボは規模や回数が拡大してきたとは言え、参加者数は市内や

近隣地域在住者のごく一部である。参加者にとってはインクルーシブ教育機会として有効に作用し

ているという好意的な見方は可能であるが、この客観視化や潜在的参加希望者への参加障壁の除去

や低減についての働きかけはなお課題である。

　とは言え、同社が共生社会創造に向けて行っている数々の取組は意義のあるものであり、メディ

ア登場回数に示されるように、非常に注目されている。文部科学省（2012）を元にした合田（2022）

でも、小学校35人学級には発達障害の可能性のある子どもが2.7人（7.7パーセント）だと試算する。

他にも、特異な才能のある子どもが0.8人（2.3パーセント）、不登校の子どもが0.4人（1.0パーセント）、

不登校傾向の子どもが4.1人（11.8パーセント）等も示し、一つのクラスにおいて子どもたちの認知

の特性も関心も家庭環境も様々であることを指摘する。今後、教育環境や考え方が転換期を迎える

中では、多数派や少数派といった区別や、エクスクルージョン（排除）やセパレーション（分離）

ではなく、インテグレーション（統合）やインクルージョン（包摂）を適切に取り込んで考える必

要が増すだろう。就労継続支援Ａ型事業所としての同事業所の取組は、岡山地域における草の根的

な活動であるが、同社の発想力や巻き込み力によって強い根を張っており、この可視化から得られ

る知見は、今後、他地域や他領域への貢献が期待できるものであると筆者は考えている。
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